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○福岡県職員倫理条例（平成１３年１２月２１日）抜粋 

 

(目的) 

第一条 この条例は、職員の職務に係る倫理の確立に資するため必要な事項を定めること

により、職務の執行の公正さを確保するとともに、県民福祉の増進に奉仕するという

職員の意識を高め、もって公務に対する県民の信頼を確保することを目的とする。 

 

(基本的心構え) 

第三条 職員は、県民全体の奉仕者であり、県民の一部に対してのみの奉仕者でないこと

を自覚し、常に公正な職務の執行に当たらなければならない。 

２ 職員は、その使命を自覚し、県職員としてふさわしい品位と能力を養い、常に良識 

ある行動をしなければならない。 

３ 職員は、福岡県を愛する心を持ち、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現に全力 

で取り組まなければならない。 

 

(倫理行動規準) 

第四条 職員は、前条の基本的心構えの下に、次に掲げる事項をその職務に係る倫理の確

立を図るために遵守すべき規準として、行動しなければならない。 

一 職員は、職務上知り得た情報について県民の一部に対してのみ有利な取扱いをする 

等県民に対し不当な差別的取扱いをしてはならないこと。 

二 職員は、常に公私の別を明らかにし、いやしくもその職務や地位を自らや自らの属 

する組織のための私的利益のために用いてはならないこと。 

三 職員は、法律又は条例により与えられた権限の行使に当たっては、当該権限の行使 

の対象となる者からの贈与等を受けること等の県民の疑惑や不信を招くような行為を

してはならないこと。 

四 職員は、職務の遂行に当たっては、公共の利益の増進を目指し、全力を挙げてこれ 

に取り組まなければならないこと。 

五 職員は、勤務時間外においても、自らの行動が公務の信用に影響を与えることを常 

に認識して行動しなければならないこと。 

六 職員は、自己啓発に努め、職務の遂行に必要な能力の開発及び向上を図らなければ 

ならないこと。 

七 職員は、県民との対話に心がけ、県民に対して常に誠実に接しなければならないこ 

と。 

八 職員は、幅広い視野と進取の精神を持って、積極的に職務に取り組まなければなら 

ないこと。 

九 職員は、公費の適正かつ効率的な執行を行い、最小の経費で最大の効果を上げるよ 

う努めなければならないこと。 

 

(管理監督職員の役割) 

第五条 職員を管理監督する任にある者は、その職責の重要性を自覚し、職員の職務に係

る倫理の保持を図るため、部下職員に対して適切な指導及び監督を行うとともに、部

下職員の能力の開発及び向上に努めなければならない。 



 

 

飲酒運転をしないための３つのルール 

福岡県教育委員会 

 

飲酒前には、「飲んだ後は車を置いて帰ろう」、「代行で帰ろう」と

考えていても、飲酒後は判断力が低下し、正常な判断ができない恐れ

が非常に高くなります。 

このため、次の３点を遵守し、飲酒運転防止を徹底しましょう。 

 

１ お酒を飲む日は車を使用しない 

・ 公私を問わずお酒を飲む日は、原則自家用車を使用せず、公共

交通機関等を利用してください。 

・ 当然、自宅の最寄り駅に駐車した後、公共交通機関を利用する

ことも控えてください。 

 

２ 当日車を使用している人を飲み会に誘わない 

・ 飲み会に誘う場合は、相手が車を使用していないことを必ず確

認してください。 
 

３ 日頃から節度ある飲酒を心がける 

・ 特に翌日に運転予定がある場合は、飲酒量を控えるようにしま

しょう。 

※ 体重６０㎏の人がビール 500ml（中ジョッキ１杯程度）のア

ルコールを処理するためには、約４時間かかります。 

（処理時間は目安です。体質、体調によっては更に時間がかか

ります。） 
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教職員のＳＮＳ等利用に関する基本方針（概要版） 

 

 

 

 

 

 
（注１）「ＳＮＳ等」とは、ソーシャルネットワーキングサービス（LINE、Twitter 等）、学校や企業向けに開発されたフ

ァイル共有やコミュニケーションのためのサービス（Google Classroom、Microsoft Teams 等）又は電

子メール等、インターネットを介して個人間でメッセージの送受信を行うことのできるサービスをいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ いずれの場合も、連絡内容は他の教職員と共有し、児童生徒との 1対 1でのやり

取りは行いません。 

※ 児童生徒の個人アカウント等の収集に当たっては、児童生徒本人及び保護者の同

意を得ることとします。 

※ 収集した個人アカウント等の情報は外部に流出させることがないよう、厳正な管

理を徹底し、必要がなくなった場合は確実に削除します。 

※ 業務上必要のない私的な内容の連絡は行いません。 

※ 児童生徒からのＳＮＳによる相談等については、個々の事案の内容や児童生徒の

特性等に応じ、適切に対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県教育委員会ソーシャルメディア利用ガイドライン（抜粋） 
４ 基本原則 
（１） 職員としての自覚と責任を持って、地方公務員法その他の関係法令及び職員の服務に関する規程等を遵守しなければならな

い。 
（２） 著作権、個人情報保護などに関する法令を遵守し、他者の権利を侵害することがないよう十分に留意しなければならない。 
（３） 正確な情報の発信に努め、その内容について誤解を招かないよう留意しなければならない。 

（４） 発信した情報により、意図せず他人を傷つけたり、誤解を生じさせたりした場合には、誠実に対応するよう努めなければなら
ない。 

（５） 発信した情報に対し攻撃的な反応があった場合には、冷静に対応するよう努めなければならない。 

（６） 一度ネットワーク上に公開された情報は、完全には削除できないことを理解しておかなければならない。 
５ 禁止事項 
次に掲げる内容を含む情報を発信してはならない。 

（１）法令等に違反し、又は違反するおそれのあるもの  （２）他者を侮辱又は非難するもの 
（３）人種、信条、性別、社会的身分、門地等について差別し、又は差別を助長させるもの 
（４）虚偽又は事実と異なるもの（５）本県又は本県と利害関係にある者若しくは団体の秘密に関するもの 

（６）本県の権利を侵害する情報や、正当な理由なく他者の権利を侵害するもの 
（７）意思形成過程におけるもの（検討中の素案（県民に広く意見を求める場合を除く。）、それに対する個人的な意見など） 
（８）本県の信用を失墜させるおそれのあるもの  （９）その他公序良俗に反するもの 
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○ オンラインを活用した教科指導、学級運営や部活動指導上の簡易

な連絡など、ＳＮＳ等（注１）を利用して児童生徒へ業務上必要な連

絡を行う場合は、学校管理下においてのみ行います。 

○ 学校管理下とは次のア又はイの場合をいいます。 

ア 学校が管理し、児童生徒及び教職員に付与されたアカウント

（Google ClassroomやＭｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａｍｓ等）を使用して

連絡する場合 

イ あらかじめ校長の許可を得た上で個人のアカウント等により連

絡する場合 
 

○ 学校や教職員個人がＳＮＳ等により情報発信する場合は、福岡県教

育委員会ソーシャルメディア利用ガイドラインに従います。 


